
大和市告示第１５号 

大和市総合健康診断助成要綱の一部を改正する要綱を次のように定める。 

令和７年２月５日 

大和市長 古谷田  力 

 

大和市総合健康診断助成要綱の一部を改正する要綱 

大和市総合健康診断助成要綱（平成２１年大和市告示第６５号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「国保人間ドック」を「人間ドック」に改め、「及び本市が高齢者の医療の確保に関す

る法律（昭和５７年法律第８０号）第５０条に規定する後期高齢者医療の被保険者を対象に行う総

合健康診断（以下「後期人間ドック」という。）」を削る。 

第２条中「国保人間ドック及び後期人間ドック（以下「人間ドック」という。）」を「人間ドッ

ク」に改める。 

第４条を次のように改める。 

（対象者） 

第４条 人間ドックを利用することができる者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 人間ドックを利用しようとする日に大和市国民健康保険の被保険者としての資格を有してい

る３０歳以上の者 

(2) 大和市国民健康保険条例第１２条に規定する国民健康保険税に滞納がない世帯に属する者 

(3) 大和市市税条例（平成２年大和市条例第１３号）第３条に規定する市税及び大和市下水道条

例（平成６年大和市条例第２２号）第１６条第１項に規定する下水道の使用料（以下「市税

等」という。）に滞納がない者又は市税等の滞納において、納付の相談を行い、若しくは分納

誓約を行った結果、自主的な納付が見込めると判断された者 

第５条に次の１項を加える。 

２ 前項の手続は、大和市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１７年大

和市条例第２５号）及び大和市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則

（平成１７年大和市規則第６１号）の規定の例により、同条例第３条に規定する電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行うことができる。 

第８条中「高齢者の医療の確保に関する法律」の次に「（昭和５７年法律第８０号）」を加え、

「申請者」を「利用者」に改める。 

第９条第２項中「申請者」を「利用者」に改める。 

附 則 



（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前にこの要綱による改正前の大和市総合健康診断助成要綱の規定により助

成した同要綱第１条に規定する後期人間ドックに係る同要綱第９条から第１１条までの規定によ

る結果報告、検査機関に対する支払等及び返還については、なお従前の例による。 


